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山形県人口ビジョン（令和２年改訂版） 概要 

Ⅰ 人口の現状 

１１  人人口口動動向向    

○ 自然減少と社会減少の双方の 
要因により、人口減少が拡大し 
てきており、今後はさらに人口 
減少が加速 

・自然減少は、死亡数の増加、 
出生数の減少により、構造的 
に拡大傾向 

 
・社会減少は、進学・就職時の 
若年人口の流出（東京圏、宮 
城県）が影響 

 
・今後は、増加していた老年人 
口も減少に転じ、さらに人口 
減少が加速 

  
・人口減少は県全体で進行する 
が、特に町村部で減少割合が 
大きい 

  
  

２２  人人口口減減少少がが本本県県のの将将来来にに与与ええるる影影響響ににつついいてて  

○ 地域経済への影響 
 ・労働力不足による生産活動の低下、消費支出の減少による経済成長力の低下 

○ 地域医療、福祉・介護への影響 
 ・老年人口の増加による需要の増加とそれに応える労働力の不足 

○ 教育・地域文化への影響 
 ・児童・生徒数の減少による教育活動等の変化、担い手減少による地域文化の衰退 

○ 地域コミュニティへの影響 
 ・町村部における支え合いなどの機能の低下、都市部における市街地の空洞化による活力低下 

○ 地域公共交通への影響 
 ・通勤通学者など利用者の減少による経営への影響、高齢者の増加による必要性の高まり 

○ 行財政への影響 
 ・税収等の減少、社会保障費の増加等に伴う財政の硬直化による行政サービスの低下 
 

Ⅱ 人口の将来展望 

１１  人人口口のの将将来来展展望望のの基基礎礎ととななるる県県民民のの意意識識等等  

○ 大学卒業後の就職に関する意識 
・地元外進学者は地元進学者より地元就職希望割合が低い傾向 

○ 地方移住の希望 
・東京在住者は地方移住の希望者が多い。仕事の確保、生活の利便性を重視 

○ 結婚・出産・子育てに関する意識や希望 
・結婚しない大きな理由は適当な相手にめぐり会わないこと 
・持つつもりの子ども数は、理想とする子ども数より少ない。子育て・教育の経費、高齢出産等を懸念 

○ 県内各地域における住民の動き 
 ・各地域の主要な市を中心に通勤・通学圏（経済圏）や買物圏（生活圏）を形成 

２２  目目指指すすべべきき将将来来のの方方向向  

○ やりがいのある安定した雇用を確保する 
・高度な知識や専門的能力を活用できる就職先の確保・創出 

○ 本県への新しい人の流れをつくる 
・本県の魅力（文化や食など）の的確な情報発信や、就職や住居について充実した相談・支援体制によ  
りサポート 

○ 若い世代の結婚・子育て等に関する希望を叶える 
・地域全体での結婚応援や地域・家族の支え合いによる子育て支援、地域や職場で女性が活躍できる環 
境づくり  

○ 時代にあった地域をつくり、安心な暮らしを守る 
・持続可能な地域のための経済圏、生活圏の形成や、農山漁村における安心な暮らしの維持 

○ 多様な人材の活躍を推進する 
・若者、高齢者、女性、障がい者、外国人など誰もが活躍できる地域社会をつくる 

○ 新しい時代の流れを力にする 
・未来技術の活用推進、ＳＤＧｓを原動力に 
持続可能なまちづくり等を推進 

３３  人人口口のの将将来来展展望望  

○ 国立社会保障・人口問題研究所の推計 
では、本県人口は 2060年（令和４２年） 
に５９万人にまで減少。 

○ 県民の結婚・出産に関する希望が実現 
 され、本県と東京圏等の人口移動が均衡 
すること等により、2060年における本 
県の人口は概ね 7１～77万人程度（パ 
ターンＡ～Ｃ）になると推計される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】 総人口（2015年まで）：総務省「国勢調査」
総人口（2020年以降）：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」
出生数、死亡数：厚生労働省「人口動態統計」     転入数、転出数：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」
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社人研推計（2018年）

万人

【本県人口の将来展望】 

〈本県の人口の将来展望に係る推計条件〉 
（１）合計特殊出生率：パターンＡ，Ｃ 2030年；1.90、2035年；2.07（政府の長期ビジョンの推計条件に 0.1ポイント上乗せ等） 

パターンＢ   2030年；1.80、2040年；2.07（政府の長期ビジョンの推計条件と同じ） 

パターンＤ   現行水準（1.48）で固定 
（２）社会増減  ：パターンＡ，Ｂ 2024 年；東京圏と均衡、2040年社会増減ゼロ（政府の長期ビジョンの推計条件等と同じ） 

パターンＣ   2024年；東京圏と均衡、2030年社会増減ゼロ 
2031年以降；社会増（年 400人の社会増が継続）     

パターンＤ   直近５年間の平均社会増減率（※）が継続すると仮定 
※総人口に対する社会減少の 

割合；▲0.3％程度が継続 


